
株式会社ウィルズ

上場企業を取り巻く環境の変化と

ウィルズのポジショニング
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上場企業を取り巻く環境の変化

上場企業とその株主を取り巻く環境に大きな変化が生じている。特にNISAによる個人

投資家の存在感の増大、政策保有株式の解消。この2つはさらに日本の株式市場で加速

するであろう動きだが、これらはウィルズにとっては大きな追い風。

上場企業

政策保有株式解消

PBR1倍 新上場維持基準

新NISA
（個人投資家）
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追い風①新NISAによる個人マネーの流入

プレミアム優待俱楽部

⚫株主プロフィール情報の把握

⚫株主へのメール配信やオンライン説明会

⚫株主ヘのアンケート機能

⚫株主による電子議決権行使機能（WILLsVote）

⚫株主へのポイント付与によるインセンティブの活用

エンゲージメント強化

上 場 企 業
新NISA

（個人投資家）

新NISAによる個人投資家の影響力の増大について、特に大企業は個人投資家への

エンゲージメントを高めようとしている。プレミアム優待倶楽部は、株主ポストような

コミュニケーション機能を充実化させており、企業からの需要が非常に高まっている。
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追い風②大企業の政策保有株式の解消

⚫政策保有株式残高60兆円（ 2024年３月期末時点）

⚫コーポレートガバナンス・コードの改訂

⚫東京証券取引所の新上場維持基準

⚫資本効率性の改善

政策保有株式の解消背景

大企業による政策保有株式の解消、個人投資家の存在感が拡大。

プレミアム優待俱楽部は数十万人の会員を抱えており、

こちらも企業からの需要が高まっている。

政策保有株式上 場 企 業
売却 買付

プレミアム優待俱楽部
（個人投資家）
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今後の成長

プレミアム優待倶楽部とIR-naviは、マクロ景況感に影響を受けない、

今後の需要拡大が期待できるサービス

上 場 企 業

政策保有株式の解消
新NISA

（個人投資家）

IR-navi
プレミアム
優待俱楽部

2つのドライバーはマクロ景況感に関係なく
日本の上場企業が取り組まなければならない問題。

プレミアム優待倶楽部とIR-naviは、
その問題に即応するプラットフォーム。
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プレミアム優待倶楽部 料金体系イメージ

スモールキャップ企業
優待ポイント型

ラージキャップ企業
株主管理DX型

株 主 数 2千人～5万人未満 5万人以上～90万人

プラットフォーム費用 株主数に連動（数百万円） 株主数に連動（数千万円）

電 子 管 理 費 用 株主数に連動（数十万円） 株主数に連動（数百～数千万円）

ポ イ ン ト 費 用 株主数に連動 －

合 計 1,000万円～3,000万円 3,000万円～10,000万円
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株主管理DX化の流れによる顧客層の変化

時価総額

株主数（多）

社単（高）

株主との双方向コミュ

ニケーションの強化。

株主管理コスト削減

株価バリュエーションや

流通時価総額の増大。

流動性の向上。

従来

今後株主管理DX化の流れを背景に、

大手企業によるプレミアム優待

倶楽部の導入増加

大きな成長ポテンシャルが存在

（大）
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日本航空株式会社 プレミアム優待倶楽部導入

「個人株主とのコミュニケーションチャネルの刷新による

エンゲージメント強化」を目的として、プレミアム優待倶楽部を導入

情 報 発 信 の 強 化1

2

3 デジタルならではのコンテンツ提供

双方向コミュニケーションの強化

プラットフォームの一元化、電子メール配信

株主割引券の WEB 受取機能など

アンケート、ご意見・ご要望の収集

:

:

:



©WILLs Inc. 8

株主管理のDX化事例紹介
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ディスクレーマー:本資料の取り扱いについて

• 本資料には、当社に関連する見通し、将来に関する計画、経営目標などが記載されています。これらの将来の見通しに関する記述は、将来の事象や動向に関する現時点での仮定

に基づくものであり、当該仮定が必ずしも正確であるという保証はありません。様々な要因により実際の業績が本資料の記載と著しく異なる可能性があります。

• 別段の記載がない限り、本資料に記載されている財務データは、日本において一般に認められている会計原則に従って表示されています。

• 当社以外の会社に関する情報は、一般に公知の情報に依拠しています。

• 本資料は、いかなる有価証券の取得の申込みの勧誘、売付けの申込み又は買付けの申込みの勧誘(以下「勧誘行為」という。)を構成するものでも、勧誘行為を行うためのもので

もなく、いかなる契約、義務の根拠となり得るものでもありません。

• 当社株式へ投資される際は、投資家ご自身の判断と責任で行われますようお願いいたします。
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